
村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 

1 

 

No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

1 第１章・第２節 4 30 １ 基本方針 

(1) 住民・地域・行政（防災関係機関）による

取組みの推進と外部支援・相互協力による

補完体制構築 

ウ 市、県及び防災関係機関に求められる役

割 

(ｱ)～(ｷ) （略） 

（追加） 

１ 基本方針 

(1) 住民・地域・行政（防災関係機関）による

取組みの推進と外部支援・相互協力による

補完体制構築 

ウ 市、県及び防災関係機関に求められる役

割 

(ｱ)～(ｷ) （略） 

(ｸ) 内閣府は、「防災×テクノロジー官民連

携プラットフォーム」等の取組を通じて、地方

公共団体等のニーズと民間企業等が持つ先

進技術とのマッチング支援等を行うことによ

り、地方公共団体等の災害対応における先

進技術の導入を促進する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

2 第１章・第２節 7 44 ３ 各機関の事務又は業務の大綱 

(3) 指定地方行政機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

北陸農政局 

（新潟地域セ

ンター） 

１ 国営農業用施設の整備並び

にその防災管理及び災害復

旧に関すること。 

２ 農地及び農業用施設災害復

旧事業の緊急査定に関するこ

と。 

（追加） 

 

３ 災害時における応急食料の緊

急引き渡しに関すること。 
 

３ 各機関の事務又は業務の大綱 

(3) 指定地方行政機関 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

北陸農政局 

（新潟地域セ

ンター） 

１ 国営農業用施設の整備並び

にその防災管理及び災害復

旧に関すること。 

２ 農地及び農業用施設災害復

旧事業の緊急査定に関するこ

と。 

３ 農業用施設における事前防災

の徹底に関すること。 

４ 災害時における応急食料の緊

急引き渡しに関すること。 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

3 第１章・第２節 8 38 機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

北陸地方整備

局 

（羽越河川国

道事務所） 

１～７ （略） 

（追加） 

 

８ 荒川水系大石川におけるダム

管理に関すること。 

９ 直轄海岸保全区域において海

岸保全施設に関する直轄工

事の実施及び災害復旧に関

すること。 

10 一般国道指定区間の改築、

管理、維持修繕、除雪及び災

害復旧工事に関すること。 

11 国が行う海洋の汚染の防除に

関すること。 

12 緊急を要すると認められる場

合の緊急対応の実施 
 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

北陸地方整備

局 

（羽越河川国

道事務所） 

１～７ （略） 

８ 土砂災害緊急情報の発表等

に関すること。 

９ 荒川水系大石川におけるダム

管理に関すること。 

10 直轄海岸保全区域において

海岸保全施設に関する直轄

工事の実施及び災害復旧に

関すること。 

11 一般国道指定区間の改築、

管理、維持修繕、除雪及び災

害復旧工事に関すること。 

12 国が行う海洋の汚染の防除に

関すること。 

13 緊急を要すると認められる場

合の緊急対応の実施 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 

4 第１章・第２節 9 4 機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

信越総合通

信局 

１ 災害時における通信・放送の

確保に関すること。 

２ 災害時における非常通信に関

すること。 

３ 非常災害時における臨時災害

放送局等の臨機の措置に関

すること。 

４ 災害対策用移動通信機器、災

害対策用移動電源車及び臨

時災害放送局用機器の貸出

に関すること。 
 

機 関 名 処理すべき事務又は業務の大綱 

信越総合通

信局 

１ 災害時における通信・放送の

確保に関すること。 

２ 災害時における非常通信に関

すること。 

３ 非常災害時における臨時災害

放送局等の臨機の措置に関

すること。 

４ 災害対策用移動通信機器、災

害対策用移動電源車等及び

臨時災害放送局用機器の貸

出に関すること。 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

5 第１章・第２節 9 35 (5) 指定公共機関 

機 関 名 
処理すべき事務又は業務

の大綱 

東日本電信電話(株) 

(株)ＮＴＴドコモ 

ＫＤＤＩ(株) 

ソフトバンク(株) 

（略） 

 

(5) 指定公共機関 

機 関 名 
処理すべき事務又は業務

の大綱 

東日本電信電話(株) 

(株)ＮＴＴドコモ 

ＫＤＤＩ(株) 

ソフトバンク(株) 

楽天モバイル（株） 

（略） 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（機関追加）に基づく

修正 

6 第１章・第２節 18 29 

 

１ 地形・地質等の特性 

(3) 県内の活断層 

イ 新潟県に関係する主要活断層帯の長期

評価の概要は次のとおりである。 

表 （略） 

※地震発生確率の算定基準日は、平成 31

年１月１日 

１ 地形・地質等の特性 

(3) 県内の活断層 

イ 新潟県に関係する主要活断層帯の長期

評価の概要は次のとおりである。 

表 （略） 

※地震発生確率の算定基準日は、令和５年

１月１日 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（基準日の更新）に基

づく修正 

7 第１章・第７節 33 5 １ 緊急地震速報 

(1) 緊急地震速報の発表等 

気象庁は、震度５弱以上の揺れが予想され

た場合に、震度４以上が予想される地域（緊

急地震速報で用いる区域）に対し、緊急地震

速報（警報）を発表する。 

日本放送協会（ＮＨＫ）は、テレビ、ラジオを

通じて住民に提供する。 

なお、震度６弱以上の揺れを予想した緊急

地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置

づけられる。 

１ 緊急地震速報 

(1) 緊急地震速報の発表等 

気象庁は、震度５弱以上の揺れが予想され

た場合又は長周期地震動階級３以上を予想

した場合に、震度４以上が予想される地域又

は長周期地震動階級３が予想される地域（緊

急地震速報で用いる区域）に対し、緊急地震

速報（警報）を発表する。 

日本放送協会（ＮＨＫ）は、テレビ、ラジオを

通じて住民に提供する。 

なお、震度６弱以上の揺れ又は長周期地震

動階級４を予想した緊急地震速報（警報）

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（長周期地震動階級

を地震動特別警報の

基準として令和５年２

月１日から追加された

ため）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

は、地震動特別警報に位置づけられる。 

8 第１章・第７節 33 26 (2) 緊急地震速報の伝達 

気象庁は、緊急地震速報を発表し、日本放

送協会（ＮＨＫ）に伝達する。また、テレビ、ラ

ジオ、携帯電話（緊急速報メール機能）、全

国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）経由によ

る市区町村の防災無線等を通して住民に伝

達する。 

(2) 緊急地震速報の伝達 

気象庁は、緊急地震速報を発表し、日本放

送協会（ＮＨＫ）に伝達する。また、緊急地震

速報は、テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速

報メール機能）、全国瞬時警報システム（Ｊ－

ＡＬＥＲＴ）経由による市町村の防災無線等を

通して住民に伝達される。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言整理）に基づく

修正 

9 第１章・第７節 34 22 ２ 地震情報の種類とその内容 

情報

の種

類 

発表基準 内容 

震 度

速 報 
・震度３以上 

地震発生約１分半

後に、震度３以上を観

測した地域名（全国を

188 地域に区分、新

潟県は新潟県上越、

新潟県中越、新潟県

下越、新潟県佐渡の

４区分）と地震の揺れ

の発現時刻を速報 
 

２ 地震情報の種類とその内容 

情報

の種

類 

発表基準 内容 

震 度

速 報 
・震度３以上 

地震発生約１分半

後に、震度３以上を観

測した地域名（全国を

188 地域に区分、新

潟県は新潟県上越、

新潟県中越、新潟県

下越、新潟県佐渡の

４区分）と地震の揺れ

の検知時刻を速報 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言整理）に基づく

修正 

10 第１章・第７節 34 40 ２ 地震情報の種類とその内容 

情報

の種

類 

発表基準 内容 

推 計

震 度 

分 布

図 

・震度５弱以上 

観測した各地の震

度データを基に、１km

四方ごとに推計した

震度（震度４以上）を

図情報として発表 
 

２ 地震情報の種類とその内容 

情報

の種

類 

発表基準 内容 

推 計

震 度 

分 布

図 

・震度５弱以上 

観測した各地の震

度デー タ を基に 、

250m 四方ごとに推計

した震度（震度４以

上）を図情報として発

表 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（推計地震分布図が

令和５年２月１日から

高解像度化となるた

め）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

11 第１章・第７節 35 22 ３ 地震活動に関する解説情報等 

情報の

種類 

発表基準 内容 

地震解

説 

資 料 

（ 詳 細

版 ） 

以下のいずれか

を満たした場合に

発表するほか、状

況に応じて必要と

なる続報を適宜発

表 

・ （担当地域沿岸

で ） 大 津 波 警

報、津波警報、

津波注意報発表

時 

・（担当地域で）震

度５弱以上を観

測・社会的に関

心の高い地震が

発生 

地震発生後１～

２時間を目途に第

１号を発表し、地

震や津波の特徴を

解説するため、地

震解説資料（速報

版）の内容に加え

て、防災上の留意

事項やその後の地

震活動の見通し、

津波や長周期地

震動の観測状況、

緊急地震速報の

発表状況、周辺の

地域の過去の地震

活動など、より詳し

い状況等を取りま

とめた資料 

※地震解説資料（速報版）はホームページで

の発表をしていない。 

３ 地震活動に関する解説情報等 

情報の

種類 

発表基準 内容 

地震解

説 

資 料 

（ 詳 細

版 ） 

以下のいずれか

を満たした場合に

発表するほか、状

況に応じて必要と

なる続報を適宜発

表 

・ （担当地域沿岸

で ） 大 津 波 警

報、津波警報、

津波注意報発表

時 

・（担当地域で）震

度５弱以上を観

測 

・社会的に関心の

高い地震が発生 

地震発生後１～

２時間を目途に第

１号を発表し、地

震や津波の特徴を

解説するため、地

震解説資料（速報

版）の内容に加え

て、防災上の留意

事項やその後の地

震活動の見通し、

津波や長周期地

震動の観測状況、

緊急地震速報の

発表状況、周辺の

地域の過去の地震

活動など、より詳し

い状況等を取りま

とめた資料 

※地震解説資料（速報版）はホームページで

の発表をしていない。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（箇条書きに修正）に

基づく修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（掲載されるようにな

ったため）に基づく修

正 

12 第２章・第１節 38 14 ２ 住民・企業等の役割 

(2) 地域の役割 

イ 地域住民による地元の災害危険箇所の

把握・点検・確認 

２ 住民・企業等の役割 

(2) 地域の役割 

イ 地域住民による地元の災害リスクの高い

箇所の把握・点検・確認 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに準じ読み替え 

13 第２章・第１節 38 26 ３ 市の役割 

(1) 市立学校における防災教育の推進 

３ 市の役割 

(1) 市立学校における防災教育の推進 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

ア 児童生徒に対する防災教育 

県教育委員会が提供する防災教育プログラ

ムを活用し、児童生徒の発達段階に応じ学

校教育全体を通じて防災教育を行う。 

 

 

また、地域の特性を踏まえた教材（副読本）

の充実を図るとともに、特に水害や津波のリ

スクがある学校においては、避難訓練と合わ

せた防災教育の実施に努める。 

ア 児童生徒に対する防災教育 

県教育委員会が提供する防災教育プログラ

ムを活用して、児童生徒の発達段階及び当

該学校の教育目標等に応じ、学校教育全体

を通じて体系的かつ地域の災害リスクに基づ

いた防災教育を行う。 

また、消防団員等が参画した体験的・実践的

な防災教育の推進に努めるとともに、特に津

波のリスクがある学校においては、避難訓練

と合わせた防災教育の実施に努める。 

（文部科学省学校安

全資料に基づく変

更、防災基本計画の

反映）に基づく修正 

14 第２章・第１節 38 34 (2) 社会教育における防災学習の推進 

住民向けに、啓発用リーフレットの作成・配布

や有識者による研修会・講演会の開催等に

より、防災知識の普及と防災意識の高揚を図

る。 

また、公民館などの社会教育施設において

防災に関する学習講座を実施するとともに、

人間の特性を踏まえた避難行動につなげる

対策を行う。 

(2) 社会教育における防災学習の推進 

住民向けに、専門家の知見を活用しながら、

啓発用リーフレットの作成・配布や有識者に

よる研修会・講演会の開催等により、防災知

識の普及と防災意識の高揚を図る。 

また、公民館などの社会教育施設において

防災に関する学習講座を実施するとともに、

人間の特性を踏まえた避難行動につなげる

対策を行う。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

15 第２章・第３節 46 19 エ 災害危険度の高い次のような地区に重

点を置き、推進を図る。 

エ 災害リスクの高い次のような地区に重点

を置き、推進を図る。 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに準じ読み替え 

16 第２章・第３節 46 21 (ｲ) 浸水、土砂災害危険地域 (ｲ) 浸水想定区域、土砂災害警戒区域 「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

17 第２章・第４節 48 5 ３ 市の役割 

(1) 災害に強いまちづくりの計画的な推進 

災害に強いまちづくりを進めるに当たって

は、都市の防災性の向上についての基本的

な考え方等を示す総合的な計画づくりが重

要であるため、都市防災に配慮した都市計

画マスタープランの充実を図る。 

３ 市の役割 

(1) 災害に強いまちづくりの計画的な推進 

災害に強いまちづくりを進めるに当たって

は、都市の防災性の向上についての基本的

な考え方等を示す総合的な計画づくりが重

要であるため、都市防災に配慮した都市計

画マスタープランの充実を図る。 

また、立地適正化計画によると市のコンパクト

化及び防災まちづくりの推進にあたっては、

災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を

設定するとともに、同計画にハード・ソフト両

面からの防災対策・安全対策を定める防災

指針を位置付けるものとする。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

18 第２章・第４節 48 38 (5) 防災性向上のための根幹的な公共施設

の整備 

イ ライフラインの耐震性の確保 

災害時の電気・電話・ガス・上水道・下水道

及び情報通信施設等のライフラインの安全

性・信頼性の向上を図るため、県と連携の

下、施設の耐震性の確保に努める。 

また、避難路・緊急輸送路など防災上重要な

経路を構成する道路について、災害時の交

通の確保を図るため、必要に応じて、区域を

指定して道路の占用の禁止又は制限を行う

とともに、無電柱化の促進を図る。 

(5) 防災性向上のための根幹的な公共施設

の整備 

イ ライフラインの耐震性の確保 

災害時の電気・電話・ガス・上水道・下水道

及び情報通信施設等のライフラインの安全

性・信頼性の向上を図るため、県と連携の

下、施設の耐震性の確保に努める。 

また、避難路・緊急輸送路など防災上重要な

経路を構成する道路について、災害時の交

通の確保を図るため、必要に応じて、区域を

指定して道路の占用の禁止又は制限を行う

とともに、国が促進する一般配電事業者、電

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

さらに、関係機関と連携の下、ライフライン共

同収容施設（電線共同溝等）の整備の検討

を行う。 

気通信事業者における無電柱化の取組と連

携しつつ、無電柱化の促進を図る。 

さらに、関係機関と連携の下、ライフライン共

同収容施設（電線共同溝等）の整備の検討

を行う。 

19 第２章・第６節 52 20 １ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

イ 市は、土砂災害警戒区域等及び土砂災

害危険箇所を住民に周知するとともに、応急

対策用資機材の備蓄や住宅地の安全立地

に努める。 

１ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

イ 市は、土砂災害警戒区域等（削除）を住

民に周知するとともに、応急対策用資機材の

備蓄や住宅地の安全立地に努める。 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに基づく修正 

20 第２章・第６節 52 22 ウ 県は、土砂災害警戒区域等及び土砂災

害危険箇所を調査・把握し、市への情報提

供を行うとともに、総合的な土砂災害予防対

策を推進する。 

ウ 県は、土砂災害警戒区域等（削除）を調

査・把握し、市への情報提供を行うとともに、

総合的な土砂災害予防対策を推進する。 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに基づく修正 

21 第２章・第６節 52 37 ２ 住民・企業等の役割 

(1) 住民の役割 

住民は、平時から土砂災害の前兆現象に注

意を払い、前兆現象を確認したときは、遅滞

なく市・消防本部、県及び県警察へ連絡す

る。また、土砂災害警戒区域等及び土砂災

害危険箇所、避難路・避難場所について位

置を把握しておくなど、日頃から土砂災害関

連情報を収集し、自主防災組織の一員とし

て、災害対応ができる間柄の形成に努める。 

２ 住民・企業等の役割 

(1) 住民の役割 

住民は、平時から土砂災害の前兆現象に注

意を払い、前兆現象を確認したときは、遅滞

なく市・消防本部、県及び県警察へ連絡す

る。また、土砂災害警戒区域等及び（削除）、

避難路・避難場所について位置を把握して

おくなど、日頃から土砂災害関連情報を収

集し、自主防災組織の一員として、災害対応

ができる間柄の形成に努める。 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

22 第２章・第６節 53 32 ３ 市の役割 

(3) 住宅等の安全立地 

ウ 住宅等の移転の促進 

人命、財産等を土砂災害から保護するため、

危険箇所における災害予防及び住居移転

等の必要性について普及・啓発に努めるとと

もに、防災対策事業又は危険住居の移転事

業等を活用し、災害危険区域内又はがけ地

に近接する住宅の移転を促進する。 

３ 市の役割 

(3) 住宅等の安全立地 

ウ 住宅等の移転の促進 

人命、財産等を土砂災害から保護するため、

危険箇所における災害予防及び住居移転

等の必要性について普及・啓発に努めるとと

もに、防災対策事業又は危険住居の移転事

業等を活用し、災害危険区域、土砂災害特

別警戒区域及びがけ地に近接する住宅の移

転を促進する。 

新潟県地域防災計画

と整合 

23 第２章・第６節 54 20 (7) 二次災害の予防 

ア 土砂災害危険箇所等の調査点検 

地盤災害が広範囲にわたって発生するよう

な地震が観測された場合、県が行う土砂災

害危険箇所等及び対策施設の調査点検に

協力する。異状が発見された場合は、県及

び関係機関へ報告をするとともに、直ちに避

難を含めた対策を講ずる。 

(7) 二次災害の予防 

ア 土砂災害警戒区域等の調査点検 

地盤災害が広範囲にわたって発生するよう

な地震が観測された場合、県が行う土砂災

害警戒区域等及び対策施設の調査点検に

協力する。異状が発見された場合は、県及

び関係機関へ報告をするとともに、直ちに避

難を含めた対策を講ずる。 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

いに基づく修正 

24 第２章・第６節 54 28 ウ 二次的な土砂災害への対策 

土砂災害危険箇所等は、植生等で覆われて

いて崩壊や亀裂等が発見されない場合や、

地盤内部で亀裂が発生したり脆弱化してい

る場合があり、必ずしも地表面の点検調査だ

けでは十分とはいえない。地震発生後、土砂

災害が頻発した事例もあるため、関係機関と

ウ 二次的な土砂災害への対策 

土砂災害警戒区域等は、植生等で覆われて

いて崩壊や亀裂等が発見されない場合や、

地盤内部で亀裂が発生したり脆弱化してい

る場合があり、必ずしも地表面の点検調査だ

けでは十分とはいえない。地震発生後、土砂

災害が頻発した事例もあるため、関係機関と

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

い 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

連携して地震発生後の監視を強める。 連携して地震発生後の監視を強める。 

25 第２章・第７節 56 3 １ 計画の方針 

(1) 基本方針 

イ 不特定多数の人が出入りする多様な施

設における災害予防 

 (ｲ) 次項ウの一般建築物の災害予防に加

え、共同防火管理体制の確立を図るととも

に、不特定多数の人が出入りする多様な施

設の防災対策を以下のとおり実施する。 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

イ 不特定多数の人が出入りする多様な施

設における災害予防 

 (ｲ) 次項ウの一般建築物の災害予防に加

え、組織的な防災管理体制の確立を図るとと

もに、不特定多数の人が出入りする多様な施

設の防災対策を以下のとおり実施する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（法改正に伴う）に基

づく修正 

26 第２章・第７節 56 43 ウ 一般建築物の災害予防 

(ｲ) 計画 

a～g （略） 

（追加） 

ウ 一般建築物の災害予防 

(ｲ) 計画 

a～g （略） 

ｈ 平常時より、災害による被害が予想される

空家等の状況の確認に努める。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

27 第２章・第９節 63 1 ３ 市の役割 

(5) 高潮又は高波への防災対策 

各施設の点検要領に基づき、災害危険箇所

等の安全点検を実施し、必要な補修等を計

画的に実施する。また、市街地への浸水によ

る二次災害を考慮し、内水対策について検

討する。 

３ 市の役割 

(5) 高潮又は高波への防災対策 

各施設の点検要領に基づき、災害リスクの高

い箇所等の安全点検を実施し、必要な補修

等を計画的に実施する。また、市街地への浸

水による二次災害を考慮し、内水対策につ

いて検討する。 

「土砂災害危険箇所」

等を使用しない取扱

い 

28 第２章・第２０節 83 7 １ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 住民（各家庭、企業、学校、事業所等）の

責務 

１ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 住民（各家庭、企業、学校、事業所等）の

責務 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

(ｱ) 災害により、下水道等（下水道、農業集

落排水等）の処理場、ポンプ場、管渠等が被

災を受け、下水処理機能及び下水流下機能

が停止又は機能低下した場合は、下水道等

管理者から下水道等の使用の自粛を求めら

れることを日頃から認識しておく。 

(ｱ) 災害により、下水道等（下水道、農業集

落排水等）の処理場、ポンプ場、管渠等が被

害を受け、下水処理機能及び下水流下機能

が停止又は機能低下した場合は、下水道等

管理者から下水道等の使用の自粛を求めら

れることを日頃から認識しておく。 

29 第２章・第２０節 83 17 イ 市の責務 

 (ｲ) 下水道等施設が被災を受けた場合

は、早期に使用再開計画の目途を立て、被

災状況、トイレの使用制限等の協力依頼を

住民に広報できるように準備しておく。その

際、河川等の地盤高、過去の経験、浸水実

績図、浸水想定区域図、ハザードマップ等を

考慮する。また、必要に応じ、自らの管理す

る施設の浸水対策マニュアルを作成してお

く。 

イ 市の責務 

 (ｲ) 下水道等施設が被害を受けた場合

は、早期に使用再開計画の目途を立て、被

災状況、トイレの使用制限等の協力依頼を

住民に広報できるように準備しておく。その

際、河川等の地盤高、過去の経験、浸水実

績図、浸水想定区域図、ハザードマップ等を

考慮する。また、必要に応じ、自らの管理す

る施設の浸水対策マニュアルを作成してお

く。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 

30 第２章・第２０節 84 20 (3) 要配慮者に対する配慮 

指定避難所に要配慮者用のトイレが設置さ

れていない又は使用できない場合は、仮設ト

イレ等の提供について配慮するように努め

る。また、被災箇所にバリケード等を設置し、

要配慮者が進入し、被災しないように配慮す

るように努める。 

(3) 要配慮者に対する配慮 

指定避難所に要配慮者用のトイレが設置さ

れていない又は使用できない場合は、仮設ト

イレ等の提供について配慮するように努め

る。また、被災箇所にバリケード等を設置し、

要配慮者が進入し、被害を受けないように配

慮するように努める。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 

31 第２章・第２６節 84  ３ 市の役割 

(4) 避難誘導体制、避難誘導等資機材の整

３ 市の役割 

(4) 避難誘導体制、避難誘導等資機材の整

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

備 

ア 避難誘導体制の整備 

(ｴ) 避難指示等が発令された場合の安全確

保措置としては、指定緊急避難場所への移

動を原則とするものの、避難時の周囲の状況

等により、指定緊急避難場所への移動を行う

ことがかえって危険を伴う場合等やむを得な

いと住民等自身が判断する場合は、「近隣の

安全な場所」への移動、又は「屋内安全確

保」を行うべきことについて、日頃から住民等

への周知徹底に努める。 

備 

ア 避難誘導体制の整備 

(ｴ) 避難指示等が発令された場合の安全確

保措置としては、指定緊急避難場所への移

動を原則とするものの、避難時の周囲の状況

等により、指定緊急避難場所への移動を行う

ことがかえって危険を伴う場合等やむを得な

いと住民等自身が判断する場合は、「近隣の

安全な場所」への移動、又は「緊急安全確

保」を行うべきことについて、日頃から住民等

への周知徹底に努める。 

（避難情報に関する

ガイドライン改正）に

基づく修正 

32 第２章・第２７節 113 37 １ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

エ 市の責務 

(ｲ) 避難情報等の判断基準、避難行動要支

援者の避難支援計画（個別避難計画）の整

備 

市は、災害の発生に備え、避難情報の判断

基準や避難支援計画等を整備するとともに、

避難行動要支援者の個別避難計画を福祉

関係者、自治会、自主防災組織等と協力し

て策定する。 

１ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

エ 市の責務 

(ｲ) 避難情報に関するガイドラインに基づく

個別避難計画の整備 

 

市は、災害の発生に備え、避難情報に関す

るガイドラインに基づき、避難行動要支援者

の個別避難計画を福祉関係者、自治会、自

主防災組織等と協力して策定する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（マニュアルの名称変

更に伴う）に基づく修

正 

33 第２章・第２７節 116 20 ３ 市の役割 

(1) 避難行動要支援者の把握、情報の共

有、啓発、訓練等 

３ 市の役割 

(1) 避難行動要支援者の把握、情報の共

有、啓発、訓練等 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

作成した避難行動要支援者名簿及び個別

避難計画は、自治会、自主防災組織、民生

委員・児童委員等その他の避難支援等の実

施に携わる関係者（以下「避難支援等関係

者」という。）に対し、避難行動要支援者本人

の同意を得ることにより、又は、市の条例の

定めにより、あらかじめ提供するとともに、多

様な主体の協力を得ながら、避難行動要支

援者に対する情報伝達体制の整備、避難支

援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施

などの体制整備に努める。その際、名簿情報

の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

作成した避難行動要支援者名簿及び個別

避難計画は、自治会、自主防災組織、民生

委員・児童委員等その他の避難支援等の実

施に携わる関係者（以下「避難支援等関係

者」という。）に対し、避難行動要支援者本人

及び避難支援実施者の同意を得ることによ

り、又は、市の条例の定めにより、あらかじめ

提供するとともに、多様な主体の協力を得な

がら、避難行動要支援者に対する情報伝達

体制の整備、避難支援・安否確認体制の整

備、避難訓練の実施などの体制整備に努め

る。その際、名簿情報の漏えいの防止等必

要な措置を講じる。 

映）に基づく修正 

34 第２章・第２７節 120 38 (2) 避難誘導・避難所の管理等 

ウ 避難所の設置・運営 

 (ｲ) 避難所において、要配慮者に対して必

要なスペースの確保、障がい者用仮設トイレ

設置など、良好な生活環境の確保に十分に

配慮するとともに、視覚・聴覚障がい者に対

して的確な情報が伝わるよう、その伝達手段

の確保に配慮する体制整備を図る。 

(2) 避難誘導・避難所の管理等 

ウ 避難所の設置・運営 

 (ｲ) 避難所において、要配慮者に対して必

要なスペースの確保、障がい者用仮設トイレ

設置など、良好な生活環境の確保に十分に

配慮するとともに、障がい者に対して的確に

情報が伝わるよう、様々な障がい特性に配慮

した伝達手段を確保する体制整備を図る。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（様々な障がい特性

への配慮）に基づく修

正 

35 第２章・第２７節 122 6 (4) 保健・福祉対策 

ウ 福祉対策 

(ｳ) 情報提供 

災害に関する情報、医療・福祉・生活情報等

(4) 保健・福祉対策 

ウ 福祉対策 

(ｳ) 情報提供 

災害に関する情報、医療・福祉・生活情報等

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（知的・発達障がい者

に対する具体例を追
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

が要配慮者に的確に提供されるように、掲示

板、ＦＡＸ、情報端末等の活用、報道機関と

の協力による新聞、ラジオ、データ放送、字

幕放送、手話付きテレビ放送等の利用等を

行う体制整備を図る。 

情報入手に困難を伴う視覚障がい者に対し

ては、点字、大活字又は音声により、聴覚障

がい者に対しては、文字又は手話等により情

報提供が行われるよう支援する体制整備を

図る。 

が要配慮者に的確に提供されるように、掲示

板、ＦＡＸ、情報端末等の活用、報道機関と

の協力による新聞、ラジオ、データ放送、字

幕放送、手話付きテレビ放送等の利用等を

行う体制整備を図る。 

情報入手に困難を伴う視覚障がい者に対し

ては、点字、大活字又は音声により、聴覚障

がい者に対しては、文字又は手話等により、

知的・発達障害者に対しては、絵や写真によ

り情報提供が行われるよう支援する体制整備

を図る。 

加）に基づく修正 

36 第２章・第２８節 123 35 １ 計画の方針 

(2) 要配慮者に対する配慮 

ア 食料の供給に当たって、高齢者、乳幼

児、腎臓病等慢性疾患者、食物アレルギー

患者等、食事に特別な配慮をする必要のあ

る者を特定し、これらの者に必要な食料及び

その数量を把握し、備蓄方法等について事

前に検討し、災害時に速やかに提供できる

体制を整備する。食料の備蓄、輸送、配食等

に当たっては、管理栄養士等の活用を図る。

また、宗教等食習慣の違いに配慮できる体

制を整備する。 

１ 計画の方針 

(2) 要配慮者に対する配慮 

ア 食料の供給に当たって、高齢者、乳幼

児、腎臓病等慢性疾患者、食物アレルギー

患者等、食事に特別な配慮をする必要のあ

る者を特定し、これらの者に必要な食料及び

その数量を「大規模災害に備えた栄養に配

慮した食料備蓄量の算出のための簡易シミ

ュレーター（厚生労働省）」等を活用し適切に

把握し、備蓄方法等について事前に検討

し、災害時に速やかに提供できる体制を整

備する。食料の備蓄、輸送、配食等に当たっ

ては、管理栄養士等の活用を図る。また、宗

教等食習慣の違いに配慮できる体制を整備

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（厚生労働省の方針）

に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

する。 

37 第２章・第２８節 123 14 ２ 住民・企業等の役割 

(1) 住民の役割 

ア 各家庭において、平時から家族の３日

分、できれば１週間分程度の分量等の備蓄

に努める。 

イ 高齢者、乳幼児、腎臓病等慢性疾患者、

食物アレルギー患者等、食事に特別な配慮

をする必要のある者は、平時から３日分（推

奨１週間分）の分量を自ら確保するよう努め

る。 

２ 住民・企業等の役割 

(1) 住民の役割 

ア 各家庭において、平時から家族の３日

分、できれば１週間分程度の分量等の備蓄

に努める。 

イ 高齢者、乳幼児、腎臓病等慢性疾患者、

食物アレルギー患者等、食事に特別な配慮

をする必要のある者は、平時から少なくとも２

週間分の分量を自ら確保するよう努める。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（農林水産所省の方

針）に基づく修正 

38 第２章・第２８節 123 27 (2) 企業・事業所、学校等の役割 

ウ 福祉施設・病院等は、入居者、入院患者

及び職員等が必要とする３日分（推奨１週間

分）の食料及び物資等の備蓄に努める。ま

た、非常用発電等に必要な燃料の備蓄に努

める。 

(2) 企業・事業所、学校等の役割 

ウ 福祉施設・病院等は、入居者、入院患者

及び職員等が必要とする３日分（推奨１週間

分）の食料及び物資等並びに非常用発電等

に必要な燃料の備蓄に努める。また、平時か

らの代替調達先の整備に努める。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（過去の災害を踏ま

え）に基づく修正 

39 第２章・第２９節 126 6 １ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 各学校は、市及び県の地域防災計画や

県教育委員会が示すモデル等を参考に、学

校防災計画を作成するとともに、児童生徒、

学生、園児等（以下、本節において「生徒

等」という。）及び教職員に対し、防災教育及

び防災訓練を実施する。 

１ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 各学校は、市及び県の地域防災計画や

文部科学省が示す手引き等を参考に、学校

の危険等発生時対処要領（以下「危機管理

マニュアル」）を作成するとともに、児童生徒、

学生、園児等（以下、本節において「生徒

等」という。）及び教職員に対し、防災教育及

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 

16 

 

No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

び防災訓練を実施する。 

40 第２章・第２９節 126 14 エ 県は、学校設置者としての役割のほか、

県以外の学校設置者に対し、学校防災計画

の作成や施設の整備等について指導・助言

を行う。また、県教育委員会は、各学校が作

成すべき学校防災計画のモデル等を示すな

ど、各学校及び学校設置者の取組みを支援

する。 

エ 県は、学校設置者としての役割のほか、

県以外の学校設置者に対し、危機管理マニ

ュアルの作成や施設の整備等について指

導・助言を行う。また、県教育委員会は、各

学校が作成すべき危機管理マニュアルのモ

デル等を示すなど、各学校及び学校設置者

の取組みを支援する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 

41 第２章・第２９節 126 18 (2) 要配慮者に対する配慮 

各学校や学校設置者は、学校防災計画の作

成や災害に備えた施設・設備の整備に当た

っては、本章第 27 節「要配慮者の安全確保

計画」の記述を参考に、特別な支援を要する

生徒等の安全にも十分配慮するものとする。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

各学校や学校設置者は、危機管理マニュア

ルの作成や災害に備えた施設・設備の整備

に当たっては、本章第 27 節「要配慮者の安

全確保計画」の記述を参考に、特別な支援

を要する生徒等の安全にも十分配慮するも

のとする。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 

42 第２章・第２９節 126 22 (3) 積雪地域での対応 

各学校や学校設置者は、学校防災計画の作

成や防災訓練の実施及び施設・設備の整備

等に当たっては、通常の避難方法によること

が困難な積雪期にも十分配慮するものとす

る。 

(3) 積雪地域での対応 

各学校や学校設置者は、危機管理マニュア

ルの作成や防災訓練の実施及び施設・設備

の整備等に当たっては、通常の避難方法に

よることが困難な積雪期にも十分配慮するも

のとする。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 

43 第２章・第２９節 126 26 ２ 学校の役割 

(1) 学校防災計画の作成 

学校は、学校敷地内や通学路等の危険箇所

を調査するとともに、県教育委員会が示す学

２ 学校の役割 

(1)  学校の危機管理マニュアルの作成 

学校は、学校敷地内や通学路等の危険箇所

を調査するとともに、文部科学省が示す手引

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

校防災計画のモデル等を参考に、下記の予

防対策及び応急対策を盛り込んだ学校防災

計画を作成する。 

き等を参考に、下記の予防対策及び応急対

策を盛り込んだ学校の危機管理マニュアル

を作成する。 

変更）に基づく修正 

44 第２章・第２９節 126 40 (2) 防災委員会の設置及び学校防災組織

の編成 

学校は、学校防災計画の作成や見直しにつ

いて検討するとともに、学校防災計画に定め

られた事項等についての教職員の共通理解

と周知徹底を図るため、防災委員会を設置

する。 

(2) 防災委員会の設置及び学校防災組織

の編成 

学校は、危機管理マニュアルの作成や見直

しについて検討し、及びマニュアルに定めら

れた事項等についての教職員の共通理解と

周知徹底を図るため、防災委員会を設置す

る。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 

45 第２章・第２９節 127 29 (7) 防災教育の実施 

ア 教職員に対する防災教育 

校長は、学校防災計画等に基づき、教職員

各人の任務、定期点検事項、応急処置、生

徒等に対する防災教育等に関する校内研修

を行う。 

(7) 防災教育の実施 

ア 教職員に対する防災教育 

校長は、学校の危機管理マニュアル等に基

づき、教職員各人の任務、定期点検事項、

応急処置、生徒等に対する防災教育等に関

する校内研修を行う。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 

46 第２章・第２９節 127 42 イ 生徒等に対する防災教育 

(ｳ) 自他の生命を尊重し、安全で安心な社

会づくりの重要性を認識して、学校、家庭及

び地域社会の安全活動に進んで参加し貢献

できるようにすること。 

なお、防災教育の実施に当たっては、生徒

等の発達段階に応じて、副読本、ビデオ、地

域で発生した災害に関する諸資料等を活用

する。 

イ 生徒等に対する防災教育 

(ｳ) 自他の生命を尊重し、安全で安心な社

会づくりの重要性を認識して、学校、家庭及

び地域社会の安全活動に進んで参加し貢献

できるようにすること。 

なお、防災教育の実施に当たっては、生徒

等の発達段階に応じて、副読本、映像、地域

で発生した災害に関する諸資料等を活用す

る。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

47 第２章・第２９節 128 4 (8) 防災訓練の実施 

校長は、学校防災計画等に基づき、災害発

生時に安全・迅速に避難できるよう、次の事

項に留意して防災訓練を実施する。 

(8) 防災訓練の実施 

校長は、学校の危機管理マニュアル等に基

づき、災害発生時に安全・迅速に避難できる

よう、次の事項に留意して防災訓練を実施す

る。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（学校保健安全法第

29 条に基づいた表記

変更）に基づく修正 

48 第２章・第３０節 131 1 ３ 市の役割 

(1) 指定文化財への対策 

ア 国及び県指定等文化財 

市内に所在する文化財の現状把握を行い、

必要に応じて県教育委員会に報告する。ま

た、その修理・修復に係る役割や災害時の

対応等を、関係機関及び所有者・管理者と

事前に調整し、確認しておく。 

３ 市の役割 

(1) 指定文化財への対策 

ア 国及び県指定等文化財 

市内に所在する文化財の現状把握を行い、

必要に応じて県に報告する。また、その修

理・修復に係る役割や災害時の対応等を、

関係機関及び所有者・管理者と事前に調整

し、確認しておく。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県組織改正）に基づ

く修正 

49 第３章・第３節 162 28 １ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 市の責務 

(ｶ) 災害規模や被災地のニーズに応じて迅

速・的確に国や他の地方公共団体等から応

援を受けることができるよう、あらかじめ庁内

全体の受援担当者及び受援対象業務と当

該業務の担当部署・担当者の設定並びに受

援対象業務に必要な執務スペースの確保に

取り組む。 

 

 

１ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 市の責務 

(ｶ) 災害規模や被災地のニーズに応じて迅

速・的確に国や他の地方公共団体等から応

援を受けることができるよう、あらかじめ庁内

全体の受援担当者及び受援対象業務と当

該業務の担当部署・担当者の設定並びに受

援対象業務に必要な執務スペースの確保に

取り組む。その際、新型コロナウイルス感染

症を含む感染症対策のため、適切な空間の

確保に配慮する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

さらに、円滑な応援受入れのため、応援・受

援に関する連絡・要請の手順、災害対策本

部との役割分担・連絡調整体制、応援機関

の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や

資機材等の集積・輸送体制等の必要な事項

を応援計画や受援計画で定め、関係機関で

共有するなど、必要な準備を整える。 

さらに、円滑な応援受入れのため、応援・受

援に関する連絡・要請の手順、災害対策本

部との役割分担・連絡調整体制、応援機関

の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や

資機材等の集積・輸送体制等の必要な事項

を応援計画や受援計画で定め、関係機関で

共有するなど、必要な準備を整える。 

50 第３章・第３節 162 38 イ 県の責務 

(ｲ) 災害応急対策を行うために必要な場

合、県内市町村に対して被災市町村を応援

することを求めるとともに、県と県内市町村の

みでは十分な災害応急対策が実施できない

場合には、協定や被災市区町村応援職員確

保システム等に基づき、速やかに他の都道

府県や関係機関等に応援又は職員派遣の

要請等を行う。また、必要に応じて、専門家

に助言・支援の要請を行う。 

イ 県の責務 

(ｲ) 災害応急対策を行うために必要な場

合、県内市町村に対して被災市町村を応援

することを求めるとともに、県と県内市町村の

みでは十分な災害応急対策が実施できない

場合には、協定や応急対策職員派遣制度等

に基づき、速やかに他の都道府県や関係機

関等に応援又は職員派遣の要請等を行う。

また、必要に応じて、専門家に助言・支援の

要請を行う。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

51 第３章・第３節 163 10 (ｶ) 災害規模や被災地のニーズに応じて迅

速・的確に国や他の地方公共団体等から応

援を受けることができるよう、あらかじめ庁内

全体の受援担当者及び受援対象業務と当

該業務の担当部署・担当者の設定並びに受

援対象業務に必要な執務スペースの確保に

取り組む。 

 

(ｶ) 災害規模や被災地のニーズに応じて迅

速・的確に国や他の地方公共団体等から応

援を受けることができるよう、あらかじめ庁内

全体の受援担当者及び受援対象業務と当

該業務の担当部署・担当者の設定並びに受

援対象業務に必要な執務スペースの確保に

取り組む。その際、新型コロナウイルス感染

症を含む感染症対策のため、適切な空間の

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

 

さらに、円滑な応援受入れのため、応援・受

援に関する連絡・要請の手順、災害対策本

部との役割分担・連絡調整体制、応援機関

の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や

資機材等の集積・輸送体制等の必要な事項

を応援計画や受援計画で定め、関係機関で

共有するなど、必要な準備を整える。 

確保に配慮する。 

さらに、円滑な応援受入れのため、応援・受

援に関する連絡・要請の手順、災害対策本

部との役割分担・連絡調整体制、応援機関

の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や

資機材等の集積・輸送体制等の必要な事項

を応援計画や受援計画で定め、関係機関で

共有するなど、必要な準備を整える。 

52 第３章・第３節 167 9 ３ 業務の内容 

(1) 応急対策に関する応援等の要請 

実

施

主

体 

対策 

協

力

依

頼

先 

県

知

事 

○他の都道府県等への応援の要請 

・県と市のみでは十分な災害応急対

策が実施できないときは、あらかじ

め締結した他都道府県との応援

協定や被災市区町村応援職員確

保システム、全国都道府県におけ

る災害時の広域応援に関する協

定等に基づく応援を要請する。 

（略） 

 

３ 業務の内容 

(1) 応急対策に関する応援等の要請 

実

施

主

体 

対策 

協

力

依

頼

先 

県

知

事 

○他の都道府県等への応援の要請 

・県と市のみでは十分な災害応急対

策が実施できないときは、あらかじ

め締結した他都道府県との応援

協定や応急対策職員派遣制度、

全国都道府県における災害時の

広域応援に関する協定等に基づ

く応援を要請する。 

（略） 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

53 第３章・第５節 179 19 １ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

イ 市の責務 

地震発生直後の概括的被害情報を収集し､

１ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

イ 市の責務 

地震発生直後の概括的被害情報を収集し､

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

被害規模を推定するための関連情報を収集

する。情報収集に当たっては、消防団、自主

防災組織、自治会等から情報収集できる体

制をあらかじめ確立する。 

 

 

 

なお、県内震度４以上の地震等が発生した

場合は、被害の第１報を防災局へ報告する。

また、県内震度５弱以上の地震等が発生した

場合は、被害の第１報を別表１｢消防庁への

火災･災害等即報基準｣により、消防庁及び

県防災局へ報告する。 

被害規模を推定するための関連情報を収集

する。情報収集に当たっては、消防団、自主

防災組織、自治会等から情報収集できる体

制をあらかじめ確立する。 

また、要救助者の迅速な把握のため、安否

不明者についても関係機関の協力を得て、

積極的な情報収集を行うものとする。 

なお、県内震度４以上の地震等が発生した

場合は、被害の第１報を防災局へ報告する。

また、県内震度５弱以上の地震等が発生した

場合は、被害の第１報を別表１｢消防庁への

火災･災害等即報基準｣により、消防庁及び

県防災局へ報告する。 

54 第３章・第５節 180 14 ウ 県の責務 

(ｸ) 人的被害の数については、県が一元的

に集約、調整を行うため、市、関係機関が把

握している人的被害の数について積極的に

収集する。 

ウ 県の責務 

(ｸ) 人的被害の数については、県が一元的

に集約、調整を行うため、市、関係機関が把

握している人的被害の数について積極的に

収集する。 

また、要救助者の迅速な把握による救助活

動の効率化・円滑化のために必要と認めると

きは、市町村等と連携の上，安否不明者の

氏名等を公表し、その安否情報を収集・精査

することにより、速やかな安否不明者の絞り

込みに努めるものとする。 

 (ｹ) 発災時に安否不明者（行方不明者となる

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

疑いのある者）の氏名等の公表や安否情報

の収集・精査等を行う場合に備え，市町村等

と連携の上，あらかじめ一連の手続等につい

て整理し，明確にしておくよう努めるものとす

る。 

55 第３章・第５節 183 5 ４ 業務の内容 

(2) 連絡体制 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市 ２ 避難指示等を発出し

た場合は、速やかに新

潟県総合防災システム

により県及び緊急時情

報伝達ルートに定める

報道機関に報告・情報

提供する。 

 

 

４ 業務の内容 

(2) 連絡体制 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市 ２ 避難指示等を発出し

た場合は、速やかに新

潟県総合防災情報シス

テムにより県及び緊急

時情報伝達ルートに定

める報道機関に報告・

情報提供する。 

 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（脱字修正）に基づく

修正 

56 第３章・第７節 201 24 １ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

ウ 市の責務 

(ｴ) 二次災害※の危険がある場合は、速や

かに当該地区の住民等に避難を指示する。 

※津波、浸水、土砂災害、雪崩、火災の延

焼、危険物等の漏えい等 

１ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

ウ 市の責務 

(ｴ) 二次災害※の危険がある場合は、速や

かに当該地区の住民等に避難を指示する。 

※津波、浸水、土砂災害、雪崩、火災の延

焼、危険物等の漏えい等 

(ｵ) 避難指示等の発令に当たり、必要に応

じて専門家等の技術的な助言等を活用し、

適切に判断を行う。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

57 第３章・第７節 202 15 (4) 要配慮者に対する配慮 

イ 市は、あらかじめ策定した市の避難行動

(4) 要配慮者に対する配慮 

イ 市は、あらかじめ策定した「個別避難計

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

要支援者の避難支援計画に基づき、県警

察、自主防災組織、民生委員、介護事業者

等の福祉関係者等の協力を得ながら、避難

行動要支援者の避難・誘導に当たる。 

画」に基づき、県警察、自主防災組織、民生

委員、介護事業者等の福祉関係者等の協力

を得ながら、避難行動要支援者の避難・誘導

に当たる。 

（災害対策基本法に

基づく）に基づく修正 

58 第３章・第８節 210 9 １ 計画の方針 

(1) 基本方針 

指定避難所は、地震発生後速やかに開設

し、住民が帰宅又は仮設住宅等の落ち着き

場所を得た段階で閉鎖する。避難所の開

設・運営は市が行う。 

運営に当たっては、避難者の安全の確保、

防犯対策、生活環境の維持、感染症対策、

要配慮者に対するケア及び男女の視点の違

いに十分に配慮する。 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

指定避難所は、地震発生後速やかに開設

し、住民が帰宅又は仮設住宅等の落ち着き

場所を得た段階で閉鎖する。避難所の開

設・運営は市が行う。 

運営に当たっては、避難者の安全の確保、

防犯対策、生活環境の維持、感染症対策、

要配慮者に対するケア、男女の視点の違い

及び女性や子ども等の安全に十分に配慮す

る。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

59 第３章・第８節 210 12 (2) 各主体の責務 

イ 市は、指定避難所を開設し、地域住民、

応援自治体職員、ボランティア、ＮＰＯ等の

外部支援者等の協力を得て避難所を運営す

る。なお、指定避難所を開設する場合には、

あらかじめ施設の安全性を確認するものとす

る。 

 

また、指定避難所だけでは施設が量的に不

足する場合には、あらかじめ指定した施設以

(2) 各主体の責務 

イ 市は、災害の規模にかんがみ、必要な避

難所を、可能な限り当初から開設するよう努

めるとともに、地域住民、応援自治体職員、

ボランティア、ＮＰＯ等の外部支援者等の協

力を得て避難所を運営する。なお、指定避

難所を開設する場合には、あらかじめ施設の

安全性を確認する。 

また、指定避難所だけでは施設が量的に不

足する場合には、あらかじめ指定した施設以

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 

24 

 

No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

外の施設についても、管理者の同意を得て

避難所として開設する。 

外の施設についても、国や独立行政法人等

が所有する研修施設、ホテル・旅館等の活

用も含め、可能な限り多くの避難所を開設す

るとともに、特定の指定避難所に避難者が集

中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホー

ムページやアプリケーション等の多様な手段

を活用して避難所の混雑状況を周知する

等、避難の円滑化に努める。 

60 第３章・第８節 210 38 (4) 避難所運営の留意点 

ア 一般的事項 

(ｵ) 避難者１人当たり３㎡（感染症対策時４

㎡）のスペースを目安として、家族単位で区

画を確保し、感染症対策やプライバシー保

護の観点から、間仕切り、簡易ベッド等の設

置に努める。 

また、避難所内には通路を設置し、間仕切り

が設置できない場合には、避難者の区画間

をできるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを意識

するよう努める。 

(4) 避難所運営の留意点 

ア 一般的事項 

(ｵ) 避難者１人当たり３㎡（感染症対策時４

㎡）のスペースを目安として、家族単位で区

画を確保し、感染症対策やプライバシー保

護の観点から、パーティション、段ボールベッ

ド等の設置に努める。 

また、避難所内には通路を設置し、パーティ

ションが設置できない場合には、避難者の区

画間をできるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを

意識するよう努める。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

61 第３章・第８節 211 13 (ｼ) 巡回警備や防犯ブザーの配布等により

避難所における安全性を確保する。特に、ト

イレ、更衣室、授乳室等の防犯対策に配慮

する。 

(ｼ) 男女ペアによる巡回警備や防犯ブザー

の配布等により避難所における安全性を確

保する。特に、トイレ、更衣室、授乳室等の防

犯対策に配慮する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

62 第３章・第８節 211 15 （追加） (ｽ) 指定避難所における新型コロナウイルス

感染症を含む感染症対策のため、避難者の

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難

スペースの確保、適切な避難所レイアウト等

の必要な措置を講じるよう努める。 

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

63 第３章・第８節 211 15 (ｽ) 被災地において感染症の発生、拡大が

見られる場合は、防災担当部局と保健福祉

担当部局が連携して、感染症対策として必

要な措置を講じるよう努める。 

 

 

 

 

(ｾ) 

(ｿ) 

(ﾀ) 

(ｾ) 被災地において新型コロナウイルス感

染症を含む感染症の発生、拡大が見られる

場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局

が連携して、感染症対策として必要な措置を

講じるよう努める。また、自宅療養者等が指

定避難所に避難する可能性を考慮し、保健

福祉担当部局は、防災担当部局に対し、避

難所の運営に必要な情報を共有する。 

(ｿ) 

(ﾀ) 

(ﾁ) 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

64 第３章・第８節 211 31 イ 男女共同参画及び性的少数者の視点 

(ｴ) 男女のニーズの違いに配慮した相談体

制を整備する。 

(ｵ)～(ｶ) （略） 

（追加） 

イ 男女共同参画及び性的少数者の視点 

(ｴ) 男女及び性的少数者のニーズの違いに

配慮した相談体制を整備する。 

(ｵ)～(ｶ) （略） 

(ｷ) 避難所における女性や子供等に対する

性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用

と男性用のトイレを離れた場所に設置する、ト

イレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心

して使用できる場所に設置する、照明を増設

する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のた

めのポスターを掲載するなど、女性や子供等

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 

26 

 

No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

の安全に配慮するよう努める。また、警察、病

院、女性支援団体との連携の下、被害者へ

の相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

(ｸ) 身体障害者はもとより、性的少数者が安

心して利用できるよう、多目的トイレの設置

や、入浴できる環境が確保できるよう配慮す

る。 

65 第３章・第８節 214 5 ４ 業務の内容 

(2) 避難所開設後３日目以内の業務 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市 ○避難所の拡張・充実 

・屋外避難者へのテント

等提供 

・避難所環境の改善

（緩衝材、間仕切り等

設置） 

・避難者による自治組

織編成 

（略） 

 

４ 業務の内容 

(2) 避難所開設後３日目以内の業務 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市 ○避難所の拡張・充実 

・屋外避難者へのテント

等提供 

・避難所環境の改善

（パーティション、間

仕切り等設置） 

・避難者による自治組

織編成 

（略） 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

66 第３章・第１２節 233 6 １ 計画の方針 

(1) 基本方針 

大規模災害発生時においては、災害時の非

常事態に対処するため、警察本部は、関係

機関と緊密な連絡の下に、早期に警備体制

を確立し被害状況の収集等に努め、住民の

生命及び身体の保護に努めるため、「新潟

県警察大規模災害警備基本計画」に基づき

的確な災害警備活動を行うものとする。 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

警察本部は、平素から国、県及び市町村並

びに防災関係機関・団体と緊密な連携の下

に総合的な防災業務の推進に努めるととも

に、災害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合には、直ちに警備体制を確立し、県警

察各部門が相互に連携を密にして一体的な

災害警備諸対策を実施するものとする。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（時点修正）に基づく

修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

67 第３章・第１２節 235 27 ４ 県警察における警備活動 

(2) 警備活動の重点 

ウ 被災者の捜索及び救助 

捜索・救助は、火災による類焼危険地域、倒

壊家屋の密集地域、学校・病院・デパート・

地下街その他多数人の集合する場所、がけ

崩れによる生き埋め場所等に重点的に、各

種救出機材を有効活用し、実施する。 

負傷者については、応急措置をした後、県、

市・消防本部、日本赤十字社等の医療救護

班に引き継ぎ、又は病院に搬送する。 

４ 県警察における警備活動 

(2) 警備活動の重点 

ウ 被災者の捜索及び救助 

捜索・救助は、火災による類焼危険地域、倒

壊家屋の密集地域、学校・病院・デパート・

地下街その他多数人の集合する場所、がけ

崩れによる生き埋め場所等に重点的に、各

種救出機材を有効活用し、実施する。 

負傷者については、応急処置をした後、県、

市・消防本部、日本赤十字社等の医療救護

班に引き継ぎ、又は病院に搬送する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言修正）に基づく

修正 

68 第３章・第１２節 240 43 ５ 道路交通対策 

(5) 運転者のとるべき措置 

ア 車両を運転中である場合には、次の要領

により行動すること。 

(ｱ) できる限り安全な方法により車両を左側

に停車させること。 

(ｲ) 停車後はカーラジオ等により災害に関

する情報を聴取し、その情報及び周囲の状

況に応じて行動すること。 

５ 道路交通対策 

(5) 運転者のとるべき措置 

ア 車両を運転中である場合には、次の要領

により行動すること。 

(ｱ) できるかぎり安全な方法により車両を左

側に停車させること。 

(ｲ) 停車後はカーラジオやＳＮＳ等により災

害に関する情報を収集し、その情報及び周

囲の状況に応じて行動すること。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（字句及び時点修正）

に基づく修正 

69 第３章・第１３節 242 20 ３ 災害発生時の対応 

第九管区海上保安本部は、次に掲げる措置

を講じる。 

(1) 体制の確保 

ア 災害対策本部の設置 

３ 災害発生時の対応 

第九管区海上保安本部は、次に掲げる措置

を講じる。 

(1) 体制の確保 

ア 対策本部の設置 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言修正）に基づく

修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

管内で震度６弱以上の大規模な地震が発生

したとき、大津波警報が発令されたとき、又は

台風又は発達した低気圧が県内を通過又は

接近する等により大規模海難等の発生が予

想されるとき又は発生した場合であって必要

と認めるときは、必要な職員を直ちに参集

し、第九管区海上保安本部に災害対策本部

を設置するとともに、関係機関にその旨連絡

する。 

管内で震度６弱以上の大規模な地震が発生

したとき、大津波警報が発令されたとき、又は

台風又は発達した低気圧が県内を通過又は

接近する等により大規模海難等の発生が予

想されるとき又は発生した場合であって必要

と認めるときは、必要な職員を直ちに参集

し、第九管区海上保安本部に対策本部を設

置するとともに、関係機関にその旨連絡す

る。 

70 第３章・第１５節 258 23 ４ 業務の内容 

(3) 救護所及び最寄りの医療機関等による

負傷者の救護 

実施主

体 
対策 

協力依頼

先 

市 １ 医師会と協力して学校

等に救護所を直ちに開

設し負傷者等の救護に

当たる。 

 

 

 

 

 

２～３ （略） 

郡市医師

会、 

医療機関、 

医療資器

材業者 

 

 

 

 

（略） 
 

４ 業務の内容 

(3) 救護所及び最寄りの医療機関等による

負傷者の救護 

実施主

体 
対策 

協力依頼

先 

市 １ 医師会と協力して学校

等に救護所を直ちに開

設し負傷者等の救護に

当たる。 

 

また、必要に応じて県

に医療救護班及び歯

科医療救護班の派遣

を要請する。 

２～３ （略） 

郡市医師

会、 

医療機関、 

医療資器

材業者 

県 

 

 

 

（略） 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（災害時医療救護活

動マニュアルの内容

に応じ）に基づく修正 

71 第３章・第１５節 261 39 (8) 航空機活動の調整及び安全・効率的活

動の確保 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市・消防

本部 

（略） （略） 

県 １～２ （略）  

(8) 航空機活動の調整及び安全・効率的活

動の確保 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市・消防

本部 

（略） （略） 

県 １～２ （略）  

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ （略） 

４ （略） 

 

 

３  県災害対策本部統

括調整部は、災害応急 

対策に従事する航空機

の安全確保を図るた

め、必要に応じて、国土

交通省に対して緊急用

務空域の指定を依頼す

るものとする。また、同空

域が指定された際に

は、指定公共機関、報

道機関等からの無人航

空機の飛行許可申請に

係る調整を行うものとす

る。 

４ （略） 

５ （略） 

 

 

72 第３章・第１７節 281 38 ４ 業務の内容 

(4) 栄養指導対策 

実施主体 対策 

県（地域

機関） 

（市） 

（略） 

県（感染

症対策・

薬務課） 

１ 災害の状況により、栄養指導班

編成の上、栄養指導を実施 

２ 被災地区の規模、状況に応じて

県栄養士会へ支援要請 
 

４ 業務の内容 

(4) 栄養指導対策 

実施主体 対策 

県（地域

機関） 

（市） 

（略） 

県（健康

づ く り 支

援） 

１ 災害の状況により、栄養指導班

編成の上、栄養指導を実施 

２ 被災地区の規模、状況に応じて

県栄養士会（ＪＤＡ－ＤＡＴ）へ支

援要請 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）に合わ

せて修正 

73 第３章・第２４節 311 34 １ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

オ 市の責務 

市は、災害発生直後は地域住民、民生委

員、自主防災組織、介護保険事業者及び社

会福祉施設等の協力を得て、要配慮者の安

１ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

オ 市の責務 

市は、災害発生直後は地域住民、民生委

員、自主防災組織、介護保険事業者及び社

会福祉施設等の協力を得て、要配慮者の安

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 



村上市地域防災計画（震災対策編） 新旧対照表（案） 

30 

 

No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

全を確保し、必要に応じて県、防災関係機関

に協力要請や避難行動要支援者情報の共

有を行う。 

避難行動要支援者の避難支援や安否確認

を迅速に行うため、避難行動要支援者名簿

及び個別避難計画を効果的に利用する。そ

の際、避難行動要支援者の生命又は身体を

災害から保護するために特に必要があると認

めるときは、必要な限度において、避難行動

要支援者本人の同意の有無にかかわらず、

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画

の情報を非難支援等関係者に提供する。 

全を確保し、必要に応じて県、防災関係機関

に協力要請や避難行動要支援者情報の共

有を行う。 

避難行動要支援者の避難支援や安否確認

を迅速に行うため、避難行動要支援者名簿

及び個別避難計画を効果的に利用する。そ

の際、避難行動要支援者の生命又は身体を

災害から保護するために特に必要があると認

めるときは、必要な限度において、避難行動

要支援者本人の同意の有無にかかわらず、

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画

の情報を避難支援等関係者に提供する。 

74 第３章・第２４節 313 21 ４ 業務の内容 

(1) 避難誘導対策 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市・消防

本部 

「災害時職員初動マニ

ュアル」の避難情報等発

令基準に基づき高齢者

等避難を伝達 

（略） 

避難行動要支援者の

避難所への誘導及び移

送 

（略） 

避難所での避難行動

要支援者の安否確認及

び生活環境の確保 

（略） 

社会福祉施設等への

緊急入所 

（略） 

 

４ 業務の内容 

(1) 避難誘導対策 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市・消防

本部 

避難情報に関するガイ

ドラインに基づき高齢者

等避難を伝達 

 

（略） 

避難行動要支援者の

避難所への誘導及び移

送 

（略） 

避難所での避難行動

要支援者の安否確認及

び生活環境の確保 

（略） 

社会福祉施設等への

緊急入所 

（略） 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（マニュアルの名称変

更）に基づく修正 

75 第３章・第２７節 327 7 １ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

１ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

ア 学校の責務 

あらかじめ定めていた学校防災計画、マニュ

アルに従い、児童生徒、学生、園児等（以

下、本節において「生徒等」という。）の在校

時、登下校時間帯、夜間・休日等のそれぞ

れの場合に応じ、生徒等の安全を確保し、被

害を最小限に抑えるとともに、状況を速やか

に関係機関に連絡する。 

ア 学校の責務 

あらかじめ定めていた学校の危機管理マニ

ュアルに従い、児童生徒、学生、園児等（以

下、本節において「生徒等」という。）の在校

時、登下校時間帯、夜間・休日等のそれぞ

れの場合に応じ、生徒等の安全を確保し、被

害を最小限に抑えるとともに、状況を速やか

に関係機関に連絡する。 

（学校保健安全法第

29条）に基づく修正 

76 第３章・第２８節 335 4 ３ 市の役割 

(1) 指定文化財への対策 

ア 国及び県指定等文化財 

市内に所在する文化財の被害状況を把握

し、速やかに県教育委員会に報告するととも

に、可能な限り被災文化財の保護・救出活

動に当たる。 

３ 市の役割 

(1) 指定文化財への対策 

ア 国及び県指定等文化財 

市内に所在する文化財の被害状況を把握

し、速やかに県に報告するとともに、可能な

限り被災文化財の保護・救出活動に当たる。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県の組織改正）に基

づく修正 

77 第３章・第２８節 335 24 ４ 県の役割 

(1) 指定文化財等への対策 

イ 市指定等文化財 

市教育委員会等を通じて文化財の被害状況

を把握し、必要に応じて被災文化財に係る

種々の相談や協力要請に応じる。 

(2) 未指定文化財への対策 

被災文化財に対する保護・保全を呼びかけ

るとともに、所在リスト等を参考に市教育委員

会を通じて被害状況を確認し、必要に応じて

４ 県の役割 

(1) 指定文化財等への対策 

イ 市指定等文化財 

市等を通じて文化財の被害状況を把握し、

必要に応じて被災文化財に係る種々の相談

や協力要請に応じる。 

(2) 未指定文化財への対策 

被災文化財に対する保護・保全を呼びかけ

るとともに、所在リスト等を参考に市を通じて

被害状況を確認し、必要に応じて種々の相

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（関係機関の修正）に

基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

種々の相談や協力要請に応じる。 談や協力要請に応じる。 

78 第３章・第２９節 336 12 １ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

ア 市の責務 

災害によって、建物又はその周辺に運ばれ

た土砂、竹木等で、日常生活に著しく支障を

及ぼす障害物ついて主体となり除去する。 

１ 計画の方針 

(2) 各主体の責務 

ア 市の責務 

(ｱ) 災害によって、建物又はその周辺に運

ばれた土砂、竹木等で、日常生活に著しく支

障を及ぼす障害物ついて主体となり除去す

る。 

(ｲ) 災害時に、適切な管理のなされていない

空家等に対し、緊急に安全を確保するため

の必要最小限の措置として、必要に応じて、

外壁等の飛散のおそれのある部分や、応急

措置の支障となる空家等の全部又は一部の

除却等の措置を行う。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

79 第３章・第２９節 338 12 ４ 業務の内容 

(2) 緊急輸送道路の障害物の除去、その他

の輸送路等の障害物の除去 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市 災害によって、建物又は

その周辺に運ばれた土砂、

竹木等で、日常生活に著し

く支障を及ぼす障害物につ

いて主体となり除去する。 

 

 

４ 業務の内容 

(2) 緊急輸送道路の障害物の除去、その他

の輸送路等の障害物の除去 

実施主

体 
対策 

協力依

頼先 

市 １ 災害によって、建物又は

その周辺に運ばれた土砂、

竹木等で、日常生活に著し

く支障を及ぼす障害物につ

いて主体となり除去する。 

２ 災害時に、適切な管理

のなされていない空家等に

対し、緊急に安全を確保す

るための必要最小限の措置

として、必要に応じて、外壁

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

等の飛散のおそれのある部

分や、応急措置の支障とな

る空家等の全部又は一部の

除却等の措置を行う。 
 

80 第３章・第３４節 356 31 ４ 応急対策 

(4) 電力の融通 

非常災害が発生し、電力需給に著しい不均

衡が生じ、それを緩和することが必要である

と認めた場合、本店・本社対策組織は、電力

広域的運用推進機関の指示などに基づく電

力の緊急融通により需給状況の改善を図る。 

４ 応急対策 

(4) 電力の融通 

非常災害が発生し、電力需給に著しい不均

衡が生じ、それを緩和することが必要である

と認めた場合、本店・本社対策組織は、電力

広域的運営推進機関の指示などに基づく電

力の緊急融通により需給状況の改善を図る。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言修正）に基づく

修正 

81 第３章・第３７節 371 7 １ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 住民（各家庭、企業、学校、事業所等）の

責務 

(ｱ) 災害により、下水道等（下水道、農業集

落排水等）の処理場、ポンプ場及び管渠等

が被災を受け、下水処理機能、下水流下機

能が停止又は機能低下し、下水道等管理者

から下水道等の使用の自粛を求められた場

合は、協力する。 

 

１ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

ア 住民（各家庭、企業、学校、事業所等）の

責務 

(ｱ) 災害により、下水道等（下水道、農業集

落排水等）の処理場、ポンプ場及び管渠等

が被害を受け、下水処理機能、下水流下機

能が停止又は機能低下し、下水道等管理者

から下水道等の使用の自粛を求められた場

合は、協力する。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 

82 第３章・第３７節 371 19 イ 市の責務 

(ｳ) 下水道等施設が被災を受けた場合は、

早期に使用再開計画の目途を立て、被災状

況、トイレの使用制限等の協力依頼を住民に

イ 市の責務 

(ｳ) 下水道等施設が被害を受けた場合は、

早期に使用再開計画の目途を立て、被災状

況、トイレの使用制限等の協力依頼を住民に

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

広報する。 広報する。 

83 第３章・第３７節 372 3 (3) 要配慮者に対する配慮 

イ 関係機関と連携の下、被災箇所にバリケ

ード等を設置し、要配慮者が進入し、被災し

ないようにする。 

(3) 要配慮者に対する配慮 

イ 関係機関と連携の下、被災箇所にバリケ

ード等を設置し、要配慮者が進入し、被害を

受けないようにする。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（誤字修正）に基づく

修正 

84 第３章・第３７節 375 17 ４ 業務の内容 

(2) 応急復旧による対応 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 （略） （略） 

県 （略） 市、 

地方共同法人日

本下水道事業団、 

(公社)日本下水道

管路管理業協会、 

(一社)新潟県下水

道維持改築協会、 

協定事業者等 

 

 

 

地方共同法人日

本下水道事業団 

（略）  

(一社 )地域環境

資源センター 

（略）  

(公社 )日本下水

道管路管理業協

会 

（略）  

(一社 )新潟県下

水道維持改築協

会 

（略）  

 

４ 業務の内容 

(2) 応急復旧による対応 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 （略） （略） 

県 （略） 市、 

地方共同法人日

本下水道事業団、 

(公社)日本下水道

管路管理業協会、 

(一社)新潟県下水

道維持改築協会、 

(公社)全国上下水

道コンサルタント協

会中部支部、 

協定事業者等 

地方共同法人日

本下水道事業団 

（略）  

(一社 )地域環境

資源センター 

（略）  

(公社 )日本下水

道管路管理業協

会 

（略）  

(一社 )新潟県下

水道維持改築協

会 

（略）  

(公社 )全国上下

水道コンサルタン

ト協会中部支部 

市 及

び県 か

ら の 要

請 に基

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（支援協力の協定締

結に伴う追加）に基づ

く修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

づき、応

急復旧

に協力

する。 
 

85 第３章・第３７節 377 28 (4) 本復旧による対応 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 （略） （略） 

県 （略） 市、 

地方共同法人日

本 下 水 道 事 業

団、 

(公社)日本下水道

管 路 管 理 業 協

会、 

(一社)新潟県下水

道維持改築協会 

地方共同法人日

本下水道事業団 

（略）  

(一社 )地域環境

資源センター 

（略）  

(公社 )日本下水

道管路管理業協

会 

（略）  

(一社 )新潟県下

水道維持改築協

会 

（略）  

 

(4) 本復旧による対応 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 （略） （略） 

県 （略） 市、 

地方共同法人日

本 下 水 道 事 業

団、 

(公社)日本下水道

管 路 管 理 業 協

会、 

(一社)新潟県下水

道維持改築協会 

(公社)全国上下水

道コンサルタント

協会中部支部 

地方共同法人日

本下水道事業団 

（略）  

(一社 )地域環境

資源センター 

（略）  

(公社 )日本下水

道管路管理業協

会 

（略）  

(一社 )新潟県下

水道維持改築協

会 

（略）  

(公社 )全国上下

水道コンサルタン

ト協会中部支部 

市 及

び県 か

ら の 要

請に基

づき、本

復旧に

協力す

る。 

 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（支援協力の協定締

結に伴う追加）に基づ

く修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

86 第３章・第４３節   ４ 業務の内容 

(1) 被災状況の把握、施設の緊急点検及び

住民の安全確保 

実施

主体 
対策 

協力依

頼先 

市 （略）  

県、 

北 陸

地 方

整 備

局 

１ 被災状況の把握及び施設

の緊急点検震度４以上の地

震が発生した場合、直ちに

パトロール等を実施し、管理

施設の被災概要等を把握す

るとともに、主要管理施設、

重要水防箇所等の防災上重

要な施設（箇所）の緊急点検

を実施する。 

（略） 

 

４ 業務の内容 

(1) 被災状況の把握、施設の緊急点検及び

住民の安全確保 

実施

主体 
対策 

協力依

頼先 

市 （略）  

県、 

北 陸

地 方

整 備

局 

１ 被災状況の把握及び施設

の緊急点検 

震度４以上の地震が発生

した場合、直ちにパトロール

等を実施し、管理施設の被

災概要等を把握するととも

に、主要管理施設、重要水

防箇所等の防災上重要な

施設（箇所）の緊急点検を実

施する。 

（略） 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（改行）に基づく修正 

87 第３章・第４５節 407 17 １ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

イ 関係団体の責務 

(ｲ) 農業共済組合 

農業共済関連被害の状況について、速やか

に取りまとめ、市に情報提供する。 

１ 計画の方針 

(1) 各主体の責務 

イ 関係団体の責務 

(ｲ) 新潟県農業共済組合 

農業共済関連被害の状況について、速やか

に取りまとめ、市と県に情報提供するととも

に、二次被害の発生防止等について必要な

応急措置を講ずる。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県内農業共済組合

の合併）に基づく修正 

88 第３章・第４５節 407 26 (ｵ) 新潟県農業共済組合連合会 

ａ 農業共済関連被害の状況について、速

やかに取りまとめ、県に情報提供する。 

ｂ 農業共済組合に二次災害の発生防止等

について必要な指示を行う。 

（削除） 新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県内農業共済組合

の合併）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

89 第３章・第４５節 407 29 (ｶ) 森林組合・木材組合 

（略） 

(ｷ) 新潟県森林組合連合会・新潟県木材組

合連合会 

（略） 

(ｸ) 漁業協同組合 

（略） 

(ｹ) 新潟県漁業協同組合連合会・新潟県内

水面漁業協同組合連合会 

（略） 

(ｵ) 森林組合・木材組合 

（略） 

(ｶ) 新潟県森林組合連合会・新潟県木材組

合連合会 

（略） 

(ｷ) 漁業協同組合 

（略） 

(ｸ) 新潟県漁業協同組合連合会・新潟県内

水面漁業協同組合連合会 

（略） 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 

90 第３章・第４５節 407 24 ４ 業務の内容 

(2) 家畜及び家畜飼養施設 

ア 被害状況の把握 

実施主体 対策 協力依頼先 

農業協同組

合、 

農業共済組

合 

（略）  

市 （略） （略） 

県、 

地域振興局、 

県下越家畜

保健衛生所 

（略） 市 、 全 農県本部 、

県酪農業協同組合連合会、 

県農業共済組合連合会、 

(公社 )新潟県畜産協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 
 

４ 業務の内容 

(2) 家畜及び家畜飼養施設 

ア 被害状況の把握 

実施主体 対策 協力依頼先 

農業協同組

合、 

農業共済組

合 

（略）  

市 （略） （略） 

県、 

地域振興局、 

県下越家畜

保健衛生所 

（略） 市 、 全 農県本部 、

県酪農業協同組合連合会、 

農業共済組合、 

(公社 )新潟県畜産協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県内農業共済組合

の合併）に基づく修正 

91 第３章・第４５節 407 40 イ 二次災害防止対策 

実施主体 対策 協力依頼先 

農業協同組

合、 

農業共済組

合 

（略）  

イ 二次災害防止対策 

実施主体 対策 協力依頼先 

農業協同組

合、 

農業共済組

合 

（略）  

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県内農業共済組合

の合併）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

市 （略） 農業協同組合、 

農業共済組合等 

県、 

地域振興局、 

県下越家畜

保健衛生所 

（略） 市 、 全 農県本部 、

県酪農業協同組合連合会、 

県農業共済組合連合会、 

(公社 )新潟県畜産協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 
 

市 （略） 農業協同組合、 

農業共済組合等 

県、 

地域振興局、 

県下越家畜

保健衛生所 

（略） 市 、 全 農県本部 、

県酪農業協同組合連合会、 

農業共済組合、 

(公社 )新潟県畜産協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 
 

92 第３章・第４５節 407 10 ウ 応急対策 

実施

主体 
対策 協力依頼先 

市 （略）  

県、 

地 域

振 興

局、 

県 下

越 家

畜 保

健 衛

生所 

市の協力を得

ながら、下記の

応急対策を講

じる。 

１  死亡・廃用

家 畜 の 処 理

（略） 

 

 

 

 

 

２ 家畜伝染病

の発生及びま

ん延防止のた

めの措置 

（略） 

 

３ 動物用医薬

品及び飼料等

の供給 

・動物用医薬品

（治療、消毒、

予防）及び器材

の円滑な供給

の要請 

 

 

 

 

 

新潟県化製興業(株)

福祉保健部、 

新潟市県食肉衛生検

査ｾﾝﾀｰ、 

新潟市県農業共済組

合連合会、 

県家畜商協同組合 

 

農業協同組合、 

農業共済組合、 

(公社 )新潟県畜産協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 

 

 

 

 

 

県動物薬品器材協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 

 

 

 

 

ウ 応急対策 

実施

主体 
対策 協力依頼先 

市 （略）  

県、 

地 域

振 興

局、 

県 下

越 家

畜 保

健 衛

生所 

市の協力を得な

がら、下記の応

急対策を講じ

る。 

１  死亡・廃用

家 畜 の 処 理

（略） 

 

 

 

 

 

２ 家畜伝染病

の発生及びまん

延防止のため

の措置 

（略） 

 

３ 動物用医薬

品及び飼料等

の供給 

・動物用医薬品

（治療、消毒、

予防）及び器材

の円滑な供給

の要請 

 

 

 

 

 

新潟県化製興業(株)

福祉保健部、 

新潟市県食肉衛生検

査ｾﾝﾀｰ、 

農業共済組合、 

県家畜商協同組合 

 

 

農業協同組合、 

農業共済組合、 

(公社 )新潟県畜産協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 

 

 

 

 

 

県動物薬品器材協会 、 

(公社 )新潟県獣医師会 

 

 

 

 

 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（県内農業共済組合

の合併）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

・家畜飼料及び

飼養管理用器

材の円滑な供

給の要請 

全農県本部、 

県酪農業協同組合連合会、 

飼料卸商組合、 

(公社 )新潟県獣医師会 
 

・家畜飼料及び

飼養管理用器

材の円滑な供

給の要請 

全農県本部、 

県酪農業協同組合連合会、 

飼料卸商組合、 

(公社 )新潟県獣医師会 
 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（飼料卸商組合解散）

に基づく修正 

93 第３章・第４７節 422 33 ４ 業務の内容 

(3) 被災住宅の応急修理の実施 

実施

主体 
対策 

協力依

頼先 

市 １ 応急修理の対象者 

① 以下のすべての要件を

満たす世帯 

エ 応急仮設住宅（民間

賃貸住宅の借上げを

含む。）を利用しない

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 

２ 応急修理の範囲 

（略） 

３ 応急修理の費用 

（略） 

４ 応急修理の期間 

災害が発生した日から、

原則として１か月以内に完

４ 業務の内容 

(3) 被災住宅の応急修理の実施 

実施

主体 
対策 

協力依

頼先 

市 １ 応急修理の対象者 

① 以下のすべての要件を

満たす世帯 

エ 応急仮設住宅（民間

賃貸住宅の借上げを

含む。）を利用しない

こと。 

※ 応急修理を行う被災

者のうち、応急修理の

期間が１か月を超える

と見込まれる者であっ

て、自宅が半壊（住宅

としての利用ができな

い場合）以上の被害を

受け、他の住まいの確

保が困難な者は、応

急修理中に応急仮設

住宅を利用することが

可能。（災害の発生の

日から原則６か月） 

県 

２ 応急修理の範囲 

（略） 

３ 応急修理の費用 

（略） 

４ 応急修理の期間 

災害が発生した日から、

原則として３か月以内（国の

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（災害救助法関係基

準の改正に伴う）に基

づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

了するものとする。ただし、

交通機関の途絶その他の

特殊な事情により期間内に

修理ができない場合は、事

前に内閣総理大臣と協議

の上、必要最小限度の期

間を延長するものとする。 

 

 

 

５ 応急修理の手続 

（略） 

６ 制度の広報 

（略） 
 

災害対策本部が設置され

た災害においては 6か月以

内）に完了するものとする。

ただし、交通機関の途絶そ

の他の特殊な事情により期

間内に修理ができない場合

は、事前に内閣総理大臣と

協議の上、必要最小限度

の期間を延長するものとす

る。 

５ 応急修理の手続 

（略） 

６ 制度の広報 

（略） 
 

94 第３章・第４７節 422 33 別紙 応急修理事務手続 

 

別紙 住宅の応急修理の手続き及び流れ 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（災害救助事務取扱

要領の改正に伴う）に

基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

95 第３章・第５１節 436 8 ３ 業務の体系 

 

３ 業務の体系 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（災害救助事務取扱

要領の改正に伴う）に

基づく修正 

96 第４章・第１節 444 2 ３ 被災者のための相談、支援 

市及び県は、国と連携の下、被災者からの

生活相談の受付体制を整備し、次のとおり、

被災者のための相談、支援を実施する。 

３ 被災者のための相談、支援 

国、県及び市は、被災者が自らに適した支

援制度を活用して生活再建に取り組むことが

できるよう、見守り・相談の機会や被災者台

帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとと

もに、被災者が容易に支援制度を知ることが

できる環境の整備に努めるものとする。 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（防災基本計画の反

映）に基づく修正 

97 第４章・第２節 454 26 ４ 資金名等 

(4) 被災者生活再建支援金 

４ 資金名等 

(4) 被災者生活再建支援金 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（法改正）に基づく修

正 

内閣府 県 市

情報収集

被害状況把握 照会 照会

報告 報告

法適用検討 打診

助言 相談 要請

法適用決定 決定・報告

関係機関周知 適用通知

法適用後 事務委任通知

県報公示

救助実施 救助実施

　☆災害発生
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

 

 

 

 

98 第４章・第２節 457 2 (7) 母子父子寡婦福祉資金の貸付 

（令和２年４月１日現在） 

(7) 母子父子寡婦福祉資金の貸付 

（令和４年４月１日現在） 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（年度修正）に基づく

修正 

99 第４章・第２節 458 6 (8) 住宅金融公庫資金（災害復興住宅資金

の貸付） 

（令和２年 10月１日現在） 

(8) 住宅金融公庫資金（災害復興住宅資金

の貸付） 

（令和５年１月１日現在） 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（時点修正）に基づく

修正 

種
別 

対 象 と な る 災 害 

（自然災害） 

事 業 主 体 

根 拠 法 令 等 
支 援 対 象 世 帯 

支
給
額 

問い合わせ 

窓 口 

被

災

者

生

活

再

建

支

援

金 

 
１ 災害救助法施行令第１条
第１項第１号又は第２号に
該当する被害が発生した市
町村の区域に係る自然災害 

 
２ 10以上の世帯の住宅が全
壊する被害が発生した市町
村の区域に係る自然災害 

 
３ 100以上の世帯の住宅が
全壊する被害が発生した都
道府県の区域に係る自然災
害 

 
４ １又は２の市町村を含む
都道府県で５世帯以上の住
宅全壊被害が発生した市町
村（人口10万未満のものに
限る。）に係る自然災害 

 
５ １～３の区域に隣接し、
５世帯以上の住宅全壊被害
が発生した市町村（人口10
万人未満に限る。）に係る自
然災害 

 
６ １若しくは２の市町村を
含む都道府県又は３の都道
府県が２以上ある場合に、
５世帯以上の住宅全壊被害
が発生した市町村（人口10
万人未満に限る。）２世帯以
上の住宅全壊被害が発生し
た市町村（人口５万人未満
に限る。） 

 
※ ４～６の人口要件につい
ては、合併前の旧市町村単
位でも適用可などの特例措
置あり（合併した年と続く
５年間の特例措置） 

 
１ 事業主体 
県（※） 

 
※ 支援金の支給に関
する事務は、(公財)都
道府県センターへ委
託している。 

 
２ 経費負担 

国  1/2 
県  1/2 
【被災者生活再建支
援法】 

 
１ 住宅が「全壊」し
た世帯 

 
２ 住宅が半壊又は
住宅の敷地に被害
が生じ、その住宅を
やむを得ず解体し
た世帯 

 
３ 災害による危険
な状態が継続し、住
宅に居住不能な状
態が長期間継続し
ている世帯 

 
４ 住宅が半壊し、大
規模な補修を行わ
れなければ居住す
ることが困難な世
帯（大規模半壊世
帯） 

 

 

別

表

の

と

お

り 

 

(公財) 

都道府県

センター 

 

（別表） 

支給額は以下の２つの支援金の合計額となる。 
（※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の3/4の額） 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 全壊 解体 長期避難 大規模半壊 
支給額 100万円 100万円 100万円 50万円 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃貸 
支給額 200万円 100万円 50万円 

※ 一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設･購入(又は補修)する場合は、合計で200(又は
100)万円 

 

種
別 

対 象 と な る 災 害 

（自然災害） 

事 業 主 体 

根 拠 法 令 等 
支 援 対 象 世 帯 

支
給
額 

問い合わせ 

窓 口 

被

災

者

生

活

再

建

支

援

金 

 
１ 災害救助法施行令第１条
第１項第１号又は第２号に
該当する被害が発生した市
町村の区域に係る自然災害 

２ 10以上の世帯の住宅が全
壊する被害が発生した市町
村の区域に係る自然災害 

３ 100以上の世帯の住宅が
全壊する被害が発生した都
道府県の区域に係る自然災
害 

４ １又は２の市町村を含む
都道府県で５世帯以上の住
宅全壊被害が発生した市町
村（人口10万未満のものに
限る。）に係る自然災害 

５ １～３の区域に隣接し、
５世帯以上の住宅全壊被害
が発生した市町村（人口10
万人未満に限る。）に係る自
然災害 

６ １若しくは２の市町村を
含む都道府県又は３の都道
府県が２以上ある場合に、
５世帯以上の住宅全壊被害
が発生した市町村（人口10
万人未満に限る。）２世帯以
上の住宅全壊被害が発生し
た市町村（人口５万人未満
に限る。） 

※ ４～６の人口要件につい
ては、合併前の旧市町村単
位でも適用可などの特例措
置あり（合併した年と続く
５年間の特例措置） 

 
１ 事業主体 
県（※） 

※ 支援金の支給に関
する事務は、(公財)都
道府県センターへ委
託している。 

２ 経費負担 
国  1/2 
県  1/2 
【被災者生活再建支
援法】 

 
１ 住宅が「全壊」し
た世帯 

２ 住宅が半壊又は
住宅の敷地に被害
が生じ、その住宅を
やむを得ず解体し
た世帯 

３ 災害による危険
な状態が継続し、住
宅に居住不能な状
態が長期間継続し
ている世帯 

４ 住宅が半壊し、大
規模な補修を行わ
れなければ居住す
ることが困難な世
帯（大規模半壊世
帯） 

５ 住宅が半壊し、相
当規模の補修を行
われなければ当該
住宅に居住するこ
とが困難な世帯（中
規模半壊世帯） 

 

 

別

表

の

と

お

り 

 

(公財) 

都道府県

センター 

 

（別表） 

支給額は以下の２つの支援金の合計額となる。 
（※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の3/4の額） 

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 全壊 解体 長期避難 大規模半壊 中規模半壊 
支給額 100万円 100万円 100万円 50万円 － 

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃貸（公営住宅以外） 

支給額 
200万円 

（100万円） 
100万円 

（50万円） 
50万円 

（25万円） 
※ 支給額下段は、中規模半壊の場合の額 
※ 一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設･購入(又は補修)する場合は、合計で200(又は

100)万円 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

貸 付 対 象 
貸付限

度額 
貸 付 条 件 

 

災害救助法

による災害で

被害を受けた

住宅の所有者

等 

 

(1) 建設 

 

 

（略） 

 

償還期間  35年以内 

据置期間  ３年間 
（その分償還期間延長） 

利率     0.54％ 

（団体信用生命保険に

加入しない場合） 

 

(2) 住宅購入 

 

 

（略） 

 

償還期間  35年以内 

据置期間  ３年間 
（その分償還期間延長） 

利率     0.54％ 

（団体信用生命保険に

加入しない場合） 

 

(3) 補修 

 

 

（略） 

 

償還期間  20年以内 

据置期間   １年間 

利率     0.54％ 

（団体信用生命保険に

加入しない場合） 
 

貸 付 対 象 
貸付限

度額 
貸 付 条 件 

 

災害救助法

による災害で

被害を受けた

住宅の所有者

等 

 

(1) 建設 

 

 

（略） 

 

償還期間  35年以内 

据置期間  ３年間 
（その分償還期間延長） 

利率     1.13％ 

（団体信用生命保険に

加入しない場合） 

 

(2) 住宅購入 

 

 

（略） 

 

償還期間  35年以内 

据置期間  ３年間 
（その分償還期間延長） 

利率     1.13％ 

（団体信用生命保険に

加入しない場合） 

 

(3) 補修 

 

 

（略） 

 

償還期間  20年以内 

据置期間  １年間 

利率     1.13％ 

（団体信用生命保険に

加入しない場合） 
 

100 第４章・第２節 459 27 (10) 天災融資制度 

（令和２年４月１日現在） 

(10) 天災融資制度 

（令和４年４月１日現在） 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（時点修正）に基づく

修正 

101 第４章・第２節 460 5 (11) 日本政策金融公庫資金（農林水産事

業） 

（令和２年９月 18日現在） 

(11) 日本政策金融公庫資金（農林水産事

業） 

（令和５年１月 19日現在） 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言整理・時点修

正）に基づく修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

  

102 第４章・第２節 461 4 

  

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（文言整理・時点修

正）に基づく修正 

区
分 

資金の 

種 類 
融資対象となる事業 貸付の相手方 

利 率 

（年利） 
償還期間 

償還期間 

の う ち 

措置期間 

農
業
関
係
資
金 

農業経営 

基盤強化 

資    金 

農地又は牧野の復旧 農業経営改善計画の

認定を受けた農業を

営む個人・法人 

0.16～ 

 0.30％ 
25年以内 10年以内 

災害のため必要とする

長期運転資金 

農業基盤 

整備資金 

農地若しくは牧野の保

全又は利用上必要な施

設の災害復旧 

農業を営む者、土地

改良区・同連合会、農

協・同連合会等 

0.16～ 

 0.30％ 
25年以内 10年以内 

農林漁業 

施設資金 

〈共同利用施設〉 

農産物の生産、流通、

加工又は販売に必要な

共同利用施設の復旧 

土地改良区・同連合

会、農協・同連合会、

水産業協同組合、中

小企業等協同組合、

農業共済組合・同連

合会、５割法人・団

体、農業振興法人、特

定事業を共同で行う

農業者 

0.16～ 

 0.30％ 
20年以内 ３年以内 

〈主務大臣指定施設〉 

(1) 農業施設の復旧 

(2) 被災果樹の改植又

は補植 

農業を営む者 
0.16～ 

 0.30％ 

15年以内 

 

25年以内 

３年以内 

 

10年以内 

林
業
関
係
資
金 

林業基盤 

整備資金 

樹苗養成施設の復旧 

樹苗養成の事業を営

む者、森林組合・同連

合会、農協、中小企業

等協同組合 

0.16～ 

 0.30％ 
15年以内 ５年以内 

林道の復旧 

林業を営む者、森林

組合・同連合会、農

協、中小企業等協同

組合、５割法人、林業

振興法人 

0.16～ 

 0.30％ 

20年以内 

(林業経営改 

善計画に基 

づくものは 

25年以内) 

３年以内 

（林業経営

改善計画

に基づく

ものは７

年以内） 

農林漁業 

施設資金 

〈共同利用施設〉 

林産物の生産、流通、

加工又は販売に必要な

共同利用施設の復旧 

農協・同連合会、森林

組合・同連合会、中小

企業等共同組合、５

割法人・団体、林業振

興法人 

0.16～ 

 0.30％ 
20年以内 ３年以内 

〈主務大臣指定施設〉 

林業施設の復旧 
林業を営む者 

0.16～ 

 0.30％ 
15年以内 ３年以内 

 

区
分 

資金の 

種 類 
融資対象となる事業 貸付の相手方 

利 率 

（年利） 
償還期間 

償還期間 

の う ち 

措置期間 

農
業
関
係
資
金 

農業経営 

基盤強化 

資    金 

農地又は牧野の復旧 農業経営改善計画の

認定を受けた農業を

営む個人・法人 

0.40～ 

 0.80％ 
25年以内 10年以内 

災害のため必要とする

長期運転資金 

農業基盤 

整備資金 

農地若しくは牧野の保

全又は利用上必要な施

設の災害復旧 

農業を営む者、土地

改良区・同連合、農

協・同連合会等 

0.40～ 

 0.80％ 
25年以内 10年以内 

農林漁業 

施設資金 

〈共同利用施設〉 

農産物の生産、流通、

加工又は販売に必要な

共同利用施設の復旧 

土地改良区・同連合、

農協・同連合会、水産

業協同組合、中小企

業等協同組合、農業

共済組合・同連合会、

５割法人・団体、農業

振興法人、特定事業

を共同で行う農業者 

0.40～ 

 0.80％ 
20年以内 ３年以内 

〈主務大臣指定施設〉 

(1) 農業施設の復旧 

(2) 被災果樹の改植又

は補植 

(1) 農業を営む者 

(2) 農協・同連合会 

((1)への転貸に限

定) 

0.40～ 

 0.80％ 

15年以内 

 

25年以内 

３年以内 

 

10年以内 

林
業
関
係
資
金 

林業基盤 

整備資金 

樹苗養成施設の復旧 

樹苗養成の事業を営

む者、森林組合・同連

合会、農協、中小企業

等協同組合 

0.40～ 

 0.80％ 
15年以内 ５年以内 

林道の復旧 

林業を営む者、森林

組合・同連合会、農

協、中小企業等協同

組合、５割法人、林業

振興法人 

0.40～ 

 0.80％ 

20年以内 

(林業経営改 

善計画に基 

づくものは 

25年以内) 

３年以内 

（林業経営

改善計画

に基づく

ものは７

年以内） 

農林漁業 

施設資金 

〈共同利用施設〉 

林産物の生産、流通、

加工又は販売に必要な

共同利用施設の復旧 

農協・同連合会、森林

組合・同連合会、中小

企業等共同組合、５

割法人・団体、林業振

興法人 

0.40～ 

 0.80％ 
20年以内 ３年以内 

〈主務大臣指定施設〉 

林業施設の復旧 
林業を営む者 

0.40～ 

 0.80％ 
15年以内 ３年以内 

 

区
分 

資金の 

種 類 
融資対象となる事業 貸付の相手方 

利 率 

（年利） 
償還期間 

償還期間 

の う ち 

措置期間 

漁
業
関
係
資
金 

漁業基盤 

整備資金 

漁港に係る防波堤防等 

の復旧 

漁協・同連合会、５割法

人、漁業を営む者 
0.16～ 

 0.30％ 
20年以内 ３年以内 

漁場及び水産種苗生産

施設の復旧 

漁協・同連合会、５割法

人・団体、特定事業を共

同で行う漁業者 

農林漁業 

施設資金 

〈共同利用施設〉 

水産物の生産、流通、 

加工又は販売に必要な 

共同利用施設の復旧 

水産業協同組合（漁業生

産組合を除く。）、５割

法人・団体、漁業振興法

人 

0.16～ 

 0.30％ 
20年以内 ３年以内 

〈主務大臣指定施設〉 

漁船、水産施設の復旧 
漁業を営む者 

0.16～ 

 0.30％ 
15年以内 ３年以内 

農
林
漁
業
共
通 

農林漁業 

セーフテ 

ィネット 

資金 

災害により被害を受け

た経営の再建に必要な

資金 

一定の要件を満たす農

業者、林業者又は漁業者 

0.16～ 

 0.25％ 
10年以内 ３年以内 

 

区
分 

資金の 

種 類 
融資対象となる事業 貸付の相手方 

利 率 

（年利） 
償還期間 

償還期間 

の う ち 

措置期間 

漁
業
関
係
資
金 

漁業基盤 

整備資金 

漁港に係る防波堤防等 

の復旧 

水産業協同組合(漁業 

生産組合を除く。)、５割

法人、漁業を営む者 0.40～ 

 0.80％ 
20年以内 ３年以内 

漁場及び水産種苗生産

施設の復旧 

水産業協同組合、５割法

人・団体、特定事業を共

同で行う漁業者 

農林漁業 

施設資金 

〈共同利用施設〉 

水産物の生産、流通、 

加工又は販売に必要な 

共同利用施設の復旧 

水産業協同組合（漁業生

産組合を除く。）、５割

法人・団体、漁業振興法

人 

0.40～ 

 0.80％ 
20年以内 ３年以内 

〈主務大臣指定施設〉 

漁船、水産施設の復旧 
漁業を営む者 

0.40～ 

 0.80％ 
15年以内 ３年以内 

農
林
漁
業
共
通 

農林漁業 

セーフテ 

ィネット 

資金 

災害により被害を受け

た経営の再建に必要な

資金 

一定の要件を満たす農

業者、林業者又は漁業者 

0.40～ 

 0.75％ 
10年以内 ３年以内 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

103 第４章・第２節 462 5 イ 災害関連融資制度等 

(ｱ) 融資制度 

 

イ 災害関連融資制度等 

(ｱ) 融資制度 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（組織改正による加盟

変更・金融機関の統

合による変更）に基づ

く修正 

104 第４章・第３節 467 10 ４ 災害復旧事業計画の策定 

(2) 災害復旧事業 

 

４ 災害復旧事業計画の策定 

(2) 災害復旧事業 

 

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 

機
関
名 

区分 融 資 条 件 等 申 込 窓 口 

県
創
業
・
経
営
支
援
課 

（
経
営
支
援
枠
）
自
然
災
害
要
件 

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
資
金 

１ 資金使途 

 

２ 対象企業 

 

 

３ 融資限度 

４ 融資利率 

 

 

５ 融資期間 

６ 担保 

７ 保証人 

８ 信用保証 

運転資金・設備資金（土地の取得資金を

除く。また、県内設置に限る。） 

県内で１年以上継続して同一事業を営み、

地震、風水害等自然災害により損害を受け、

経営の安定に支障を生じている者 

3,000万円（別枠） 

融資期間 ３年以内       年1.15％ 

融資期限 ３年超５年以内 年1.35％ 

融資期限 ５年超７年以内 年1.55％ 

７年以内（うち据置期間２年以内） 

 

 

新潟県信用保証協会の信用保証を要する。 

（取扱金融機関） 

第四銀行、北越銀行、大光銀

行、信用金庫、信用組合、三

菱ＵＦＪ銀行、みずほ銀行、

りそな銀行、三井住友銀行、

商工中金、八十二銀行、北陸

銀行、富山第一銀行、東邦銀

行、きらやか銀行、秋田銀行、

ＪＡ バンク新潟県信連、北

越後農協、にいがた南蒲農

協、越後中央農協、越後なが

おか農協、越後さんとう農

協、柏崎農協、みなみ魚沼農

協、十日町農協、えちご上越

農協、佐渡農協 

 

機
関
名 

区分 融 資 条 件 等 申 込 窓 口 

県
地
域
産
業
振
興
課 

（
経
営
支
援
枠
）
自
然
災
害
要
件 

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
資
金 

１ 資金使途 

 

２ 対象企業 

 

 

３ 融資限度 

４ 融資利率 

 

 

５ 融資期間 

６ 担保 

７ 保証人 

８ 信用保証 

運転資金・設備資金（土地の取得資金を

除く。また、県内設置に限る。） 

県内で１年以上継続して同一事業を営み、

地震、風水害等自然災害により損害を受け、

経営の安定に支障を生じている者 

3,000万円（別枠） 

融資期間 ３年以内       年1.15％ 

融資期限 ３年超５年以内 年1.35％ 

融資期限 ５年超７年以内 年1.55％ 

７年以内（うち据置期間２年以内） 

 

 

新潟県信用保証協会の信用保証を要する。 

（取扱金融機関） 

第四北越銀行、大光銀行、信

用金庫、信用組合、三菱ＵＦ

Ｊ銀行、みずほ銀行、りそな

銀行、三井住友銀行、商工中

金、八十二銀行、北陸銀行、

富山第一銀行、東邦銀行、き

らやか銀行、秋田銀行、ＪＡ 

バンク新潟県信連、北越後農

協、新潟かがやき農協、えち

ご中越農協、みなみ魚沼農

協、十日町農協、えちご上越

農協、佐渡農協 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

105 第４章・第３節 468 3 

  

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

に基づく修正 

106 第４章・第４節 470 18 ３ 復興基本方向の決定及び復興計画の作

成 

(1) 組織・体制の整備 

市及び県は、被災直後の救助と応急復旧中

心の体制から復興対策の体制へ円滑に移行

ができるよう、復興本部等の総合的な組織・

体制の整備を図る。 

また、復興対策の円滑な実施を期するため、

自治体内部だけでなく外部の有識者や専門

家及び住民を含めた、復興計画作成のため

の検討組織の設置を図る。 

なお、復興対策の遂行に当たっては、必要

に応じ国及び他の自治体からの職員派遣そ

の他の協力を得る。 

３ 復興基本方向の決定及び復興計画の作

成 

(1) 組織・体制の整備 

ア 市及び県は、被災直後の救助と応急復

旧中心の体制から復興対策の体制へ円滑に

移行ができるよう、復興本部等の総合的な組

織・体制の整備を図る。 

イ 市及び県は、復興対策の円滑な実施を

期すため、自治体内部だけでなく外部の有

識者や専門家及び住民を含めた、復興計画

作成のための検討組織の設置を図る。 

ウ 市及び県は、復興対策の遂行に当たり、

必要に応じ国及び他の自治体からの職員派

遣その他の協力を得る。他の自治体に対し、

技術職員の応援を求める場合においては、

復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用す

新潟県地域防災計画

（震災対策編）の修正

（箇条書き、防災基本

計画の反映）に基づく

修正 
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No. 章・節 頁 行 旧 新 修正理由 

る。 

 


